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研究要旨 

本分担研究班では、レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）および介護保険情報

データベース（介護 DB）が連結される将来に備えて分析知見の蓄積を行うことを大目標として

おり、その分析知見として今回は NDB を用いた 2 つのヘルスサービスリサーチを実施した。こ

れらの分析を通して NDB・介護 DBの利用可能性について検討した。 

研究１では、本邦における心筋梗塞入院患者の退院後の外来心臓リハビリテーションの実施

実態と関連要因について分析を行った。結果として、全国の外来心臓リハビリテーション実施

率は約 10％であった。都道府県ごとの外来心臓リハビリテーションの実施は 5％未満の県から

約 20％の県まで幅が見られた。外来心臓リハビリテーションに関連する要因を検討するために

多変量ロジスティック回帰分析を行った結果、外来心臓リハビリテーション実施との間に、IABP

利用、ECMO利用、非侵襲的陽圧換気利用、酸素投与、ACE阻害薬/ARB処方、βブロッカー処方、

抗血小板薬処方、抗凝固薬処方、男性の性別と正の関連がみられ、高年齢（80-89 歳・90 歳以

上、対照―40歳未満）、チャールソン併存疾患指数と負の関連がみられた。これらの結果から、

本邦では心筋梗塞術後患者に対して十分な外来心臓リハビリテーションが提供されておらず、

今後更なる促進が必要と考えられた。高齢者や併存疾患の多い対象者に対する退院後の心臓リ

ハビリテーションをいかに提供していくか検討する必要がある。今後 NDBを介護 DBと連結させ

た際には、要支援要介護度の情報を利用することでより現実的な外来心臓リハビリテーション

に適格な対象者の特定が可能となり、外来心臓リハビリテーションを代替するような介護保険

サービスの情報も含めた解析が可能となると考える。 

研究 2 では、心不全入院患者の退院後の在宅医療提供施設種別の違いとその後の再入院・死

亡、及び往診利用状況との関連について分析した。在宅医療提供施設種別（機能強化型在宅支

援診療所/病院、在宅支援診療所/病院、その他(一般診療所)＝対照）と各アウトカム（6か月以

内の全再入院、心不全再入院、死亡）との関連を多変量ロジスティック回帰分析で分析したと

ころ、在宅支援診療所/病院、機能強化型在宅支援診療所/病院と全再入院の間に負の関連を認

めた一方で、心不全による再入院及び死亡をアウトカムとした場合、在宅医療提供施設種別で

有意差がみられなかった。在宅医療提供施設の違いと往診利用状況との関連について重回帰分

析を行った結果では、在宅支援診療所/病院、機能強化型在宅支援診療所/病院いずれも有意に

1 か月あたりの平均往診回数および時間外平均往診回数が多くなった。これらを総合すると、

再入院の予防に在宅医療提供施設からの往診が寄与している可能性が示唆された。今後 NDB と

介護 DBを連結させることで、NDBにない患者の心身状態と関連する要支援要介護度を共変量に

加えた分析が可能となり、介護保険サービスの利用も考慮した分析も可能となると考える。 

本分担研究では NDBを用いた二つの研究を行い、将来 NDB・介護 DBの連結データを利用する

際の基礎的な知見を得ることができた。今後 NDB・介護 DB連結データが利用可能になった際に

再度検討することで、公衆衛生に関する施策のためのより有益な情報となると考える。 
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Ａ．目的 

レセプト情報・特定健診等情報データベ

ース（以下、NDB）および介護保険情報デー

タベース（以下、介護 DB）は、悉皆的に収

集されている国民の医療・介護情報におけ

るデータベースである。これらは今後の医

療政策や研究開発における活用が期待さ

れており、こうしたデータの迅速・円滑な

活用に向けたデータベース利用の基盤構

築が進められている。 

こうしたビッグデータの利活用は少しず

つ進められており、現在は医療と介護の総

合的な対策推進に向けて NDBと介護 DBを連

結させて分析することが検討されている。

しかし、NDB・介護 DBの利活用を促進するた

めには、利用者が扱いやすく汎用性の高い

分析用データセットを作成する必要がある。

その為に、これらのデータを用いた多くの

分析知見が求められている。 

本研究班では NDBと介護 DBを連結させた

分析を見据えて、その利用可能性を探るこ

とが目的の一つとなっている。本分担研究

では NDB・介護 DB の連結を見据えて NDB を

用いた 2 つの研究を実施した。研究 1 では

心筋梗塞入院患者の退院後の外来心臓リハ

ビリテーションの全国の実施実態と関連要

因についての分析を行い、研究 2 では心不

全入院患者の退院後の在宅医療提供施設種

別の違いとその後の再入院・死亡、及び往診

利用状況との関連について分析を行った。 

＜研究 1＞ 

 心臓リハビリテーション（以下、CR）は心

血管疾患患者に対して行われる、死亡率の

減少や再入院の抑制などの有効性が認めら

れている包括的な介入プログラムである

[1]。心血管疾患は社会に与える負担も大き

く、その重症化予防として、特に外来 CRに

対する期待が近年高まっている[1,2]。 

 しかし、外来 CRは有効性が支持されてい

るにも関わらず、心血管疾患の外来 CR参加

率は低いことが本邦だけでなく世界的にも

報告されている[3]。外来 CR の実施率低下

は潜在的に防ぎ得る心血管疾患患者の再入

院などのアウトカムを増やす可能性が指摘

しされており、米国では Million Hearts 

Cardiac Rehabilitation Collaborativeに

よって 2022 年までに外来 CR 参加率を 2016

年の約 20％から 70％以上に向上させるロー

ドマップが発表されている[4]。一方で、本

邦では米国のような取り組みを行おうにも

外来 CR実施率の全国的な実施率も十分に分

かっておらず、外来 CRに関連する要因も十

分に検討されていない。 

 そこで本研究では NDB の分析により本邦

における外来 CR実施実態を記述し、その関

連要因について検討することを目的とした。 

 

＜研究 2＞ 

 超高齢社会にある本邦において、今後心

不全患者が増加することが危惧されている

[5]。心不全は入退院を繰り返す場合が多く、

病院の退院後に適切にサポートを行うこと

がその後の再入院も減らすために重要とな

ってくる。そういったサポートを行うため

に本邦の在宅医療提供に係るサービスを効

果的に利用していく必要がある。 

本邦における在宅医療の需要は、「高齢化

の進展」や「地域医療構想による病床の機能

分化・連携」により大きく増加する見込みで

ある[6]。こうした需要の増加に対応するた

め、在宅支援診療所/病院（以下、在支診/在

支病）、機能強化型在支診/在支病の施設基

準が定められている[6]。どちらも共通して

24 時間の往診体制確保などの基準があるが、

機能強化型在支診/在支病にはさらに在宅

医療を担当する常勤医師 3 人以上、1年の緊

急往診実績 10件以上など、より厳しい基準

が設けられている。一方で、在宅医療サービ

スを提供する施設数としては在支診/在支

病以外の一般診療所も多い[6]。 

先行研究では、在宅医療提供施設が在支診

/在支病の場合、一般診療所と比較して退院

後 30日以内の再入院に抑制的に働くことが

明らかになっている[7]が、機能強化型在支

診/在支病と（機能強化型でない）在支診/在

支病の違いは明らかになっていない。また

在支診/在支病が再入院に抑制的に働く要

因の一つとして、入院が必要な急変時に往

診による 24時間対応が可能であることが推

察されているが、その機序は明らかになっ

ていない。そこで本研究では、高齢者におけ

る罹患率および再入院率が高い心不全[5]

で入院した患者の、退院後の在宅医療提供

施設別の再入院率と死亡率、平均往診回数

の違いを検討することを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 両研究ともに 2014 年 4 月から 2016 年 3

月までの期間の NDB データを情報源として

利用し、外部委託先である NTTデータ、京都

大学の先生方と協議を重ね、東京大学が開

発された抽出条件を応用して抽出条件を定

めてデータマートを作成した。分析の際に

はデータの整合性が取れない個人は除外し
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た。 

＜研究 1＞ 

研究対象者の選択基準は以下の通りであ

る。包含基準は 1）年齢が 20歳以上、2）2014

年 10 月 か ら 2015 年 10 月 ま で に

Percutaneous coronary intervention（以

下、PCI）または Coronary artery bypass 

grafting（以下、CABG）のレセプト請求があ

り、疑い病名ではない心筋梗塞の病名がレ

セプトに入力されている、3）退院後 3ヶ月

間は NDB 上で追跡可能なものとした。除外

基準は 1）入院中に死亡したもの、2）入院

期間が 90日以上のものとした。 

CR 実施はレセプト電算コード（180027410

または 180027510）をもとに特定した。CRの

実施状況は入院中に少なくとも一回以上 CR

の実施があるものを入院中の CR（以下、入

院 CR）ありとし、退院後 3 ヶ月以内に少な

くとも一回以上CRがあるものを外来でのCR

（以下、外来 CR）ありとした。 

そのほかの変数として、年齢（20-39 歳、

40-49 歳、50-59 歳、60-69 歳、70-79 歳、

80-89歳、90歳以上の階級に分けた）、性別、

チャールソン併存疾患指数、IABP利用、ECMO

利用、人工呼吸器利用、非侵襲的陽圧換気利

用、酸素投与、CABG実施、PCI実施、カテコ

ラミン使用、ACE 阻害薬/ARB 処方、β ブロ

ッカー処方、利尿剤処方、抗血小板薬処方、

抗凝固薬処方の情報をレセプト電算コード

や国際疾病分類第 10 版コード、ATC 分類コ

ードを用いて取得した。 

統計解析として、はじめに入院・外来 CR

の実施人数を研究対象者数で除することで

入院・外来 CR実施率を求めた。入院・外来

CR 実施率は全国及び各都道府県の値をそれ

ぞれ求めた。外来 CRにおいては年齢階級ご

との CR実施率も記述した。さらに入院 CRを

実施したものに限った全国の外来 CR実施率

も算出した。最後に、外来 CR実施に関連す

る要因を検討することを目的に、目的変数

を外来 CR、説明変数を年齢、性別、チャー

ルソン併存疾患指数、IABP利用、ECMO利用、

人工呼吸器利用、非侵襲的陽圧換気利用、酸

素投与、CABG実施、PCI実施、カテコラミン

使用、ACEI 処方、βブロッカー処方、利尿

剤処方、抗血小板薬処方、抗凝固薬処方とし

た多変量ロジスティック回帰分析を実施し

た。 

 

＜研究 2＞ 

入院日が 2014年 7月以降で退院日が 2015

年 9 月までの初回の心不全が主病名、かつ

入院中に注射製剤の心不全治療薬使用があ

った入院を同定し、その中で退院後 3 か月

以内に在宅時医学総合管理料の算定があっ

た患者を対象とした。入院期間が 2 日以内

または 90日以上、入院中の心血管系の処置

があった患者、65 歳未満の患者、入院中お

よび退院後 3 か月以内に死亡した患者、末

期悪性腫瘍の患者（退院後 3 か月以内の在

宅がん総合診療料と在宅悪性腫瘍等患者指

導管理料から抽出）、退院後初回訪問診療前

に再入院した患者を除外した。 

アウトカムとして退院後 6 か月以内の全

再入院、心不全再入院（注射製剤の心不全治

療薬使用した入院）および死亡の情報と 1か

月あたりの平均往診回数（往診した総回数/

訪問診療した月）および時間外の平均往診

回数（時間外に往診した総回数/訪問診療し

た月）の情報を取得した。曝露変数として在

宅医療提供施設種別の情報を取得し、機能

強化型在支診・在支病、在支診・在支病、そ

の他（一般診療所）の３つに分類した。その

ほかの変数として年齢、性別、心疾患の原因

病名、その他の疾患の病名、入院中に使用し

た心不全治療薬、各種在宅療養指導管理料、

訪問看護の利用、退院時共同指導料の情報

を取得した。 

統計解析としてはじめに、在宅時医学総

合管理料の算定があった患者における在宅

医療提供施設種別の利用内訳を記述した。

次に、在宅医療提供施設別の再入院率（全再

入院、心不全再入院）および死亡率を算出し、

カイ二乗検定を行った。次に多変量解析と

して、6か月以内の再入院と死亡をそれぞれ

アウトカムとしたロジスティック回帰分析

と、1か月あたりの平均往診回数と時間外の

平均往診回数をそれぞれアウトカムとした

線形回帰分析を行った。多変量ロジスティ

ック回帰分析も多変量線形回帰分析も曝露

変数は在宅医療提供施設とし、年齢、性別、

心疾患の原因病名、その他の疾患の病名、入

院中に使用した心不全治療薬、各種在宅療

養指導管理料、訪問看護の利用、退院時共同

指導料で調整を行った。 

 

統計解析は両研究ともに統計学的有意水

準は 5%とした両側検定で行った。なお、本

研究は筑波大学の倫理審査委員会にて承認

（承認番号：1476）を受け実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

＜研究 1＞ 

  最終的な研究対象者は 39317人であった。
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全国の入院 CR 実施率は約 60％で、外来 CR

実施率は約 10％であった。都道府県ごとの

入院 CR 及び外来 CR は図 1 に示した通りで

あり、特に外来 CR の実施は 5％未満の県か

ら約 20％の県まで幅が見られた。年代別の

外来 CR 実施率は 20-39 歳で約 14％、40-49

歳で約 13％、50-59 歳で約 13％、60-69 歳

で約 11％、70-79 歳で約 10％、80-89 歳で

約 5％であった（90歳以上は外来 CR実施者

が 10 人未満であったため数値は非公表）。

入院 CR 実施者に限った全国の外来 CR 実施

率は約 15％であった。 

 多変量ロジスティック回帰分析の結果、

外来 CR 実施との間に、IABP 利用、ECMO 利

用、非侵襲的陽圧換気利用、酸素投与、ACEI

処方、βブロッカー処方、抗血小板薬処方、

抗凝固薬処方、男性の性別と正の関連がみ

られ、高年齢（80-89歳・90 歳以上、対照―

40歳未満）、チャールソン併存疾患指数と負

の関連がみられた。 

 

＜研究 2＞ 

対象となった 10947 人のうち、機能強化

型在支診/在支病を利用していた患者割合

は約 50％、在支診/在支病を利用していた患

者割合は約 40％、その他(一般診療所)を利

用していた患者割合は約 10％であった。6か

月以内の全再入院者割合は約 60％、心不全

再入院者割合は約 20％、死亡者割合は約

10％であり、在宅医療提供施設別のカイ二

乗検定の結果では、全再入院はその他(一般

診療所)で多かった一方（p=0.002）、心不全

再入院は差を認めなかった（p=0.07）。死亡

した人の割合は機能強化型在支診/在支病

で多かった（p=0.004）。 

6 か月以内の再入院における多変量ロジ

スティック回帰分析の結果では、アウトカ

ムが全再入院の場合、その他(一般診療所)

と比べて在支診/在支病、機能強化型在支診

/在支病が有意に低くなった一方で、アウト

カムを心不全再入院とした場合は有意差を

認めず、死亡に関しても有意差を認めなか

った。多変量線形回帰分析の結果では、その

他(一般診療所)と比較して在支診/在支病、

機能強化型在支診/在支病いずれも有意に 1

か月あたりの平均往診回数および時間外平

均往診回数は多くなった。 

 

Ｄ．考察  

＜研究 1＞ 

 全国の心臓リハビリテーション実施率は

入院中で約 60％、外来で約 10％行われてお

り特に外来 CR 実施率が低値となっていた。

外来 CRの実施は地域差がみられ、外来 CR実

施率が 5％未満の県から約 20％の県まで幅

が見られた。しかし、実施率の高い県でも外

来 CR実施率は 20％に満たないため、地域と

して十分に外来 CRを提供することが出来て

いないことが伺える。さらに入院 CR実施者

に限った外来 CR 実施率も約 15%と低値であ

った。しかし、2011 年の米国心臓病学会の

二次予防ガイドライン 2011 年版[8]におい

ても「全ての急性冠症候群、PCI術後、CABG

術後患者は外来 CRに紹介されるべき」であ

ると強調されており、日本においても心筋

梗塞患者に対する外来 CRの更なる促進が求

められる。 

 外来 CRに関連する要因は正の関連がみら

れた変数は IABPの利用など重症度に関わる

変数や、心疾患の治療薬が含まれていた。こ

れらのことから、現在外来 CRは軽症ではな

い心筋梗塞患者に対して実施されやすいこ

とが考えられる。一方で高齢であることと

併存疾患では外来 CR実施と負の関連がみら

れた。これらは高齢で併存疾患を有するも

のには外来 CRが実施されない傾向があるこ

とを表しており、これらの要因を持つ者の

うちいくらかは身体機能の低下した者、特

に寝たきりの対象者など外来 CRに通院する

ことが困難な者も含まれている可能性があ

る。一方で、NDBに収載されている医療レセ

プトデータには患者の身体機能などの情報

は含まれていないため、外来 CR実施率を計

算する際にこれらの患者を除外することが

できない。今後突合が可能となる介護 DBに

は要介護度の情報がある。要介護度を利用

することで、寝たきりで外来 CRに来ること

の出来ない人など外来 CRの適応外の対象者

を特定でき、外来 CR実施率をより現実的な

ものとして評価することが可能になると考

える。 

要介護認定者は外来 CRだけでなく、訪問

リハビリテーションなど外来 CRの代わりと

なる介護保険サービスを利用する可能性が

ある。外来 CRの更なる充実が今後の課題で

はある一方、高齢化がさらに進む本邦にお

いては、心筋梗塞後に外来通院が困難な対

象者に対して在宅でのリハビリテーション

など外来 CRを代替するサービスの提供実態

を把握することも必要である。これらのこ

とから分かるように、NDBのデータだけでは

情報として十分ではなく、介護 DBも合わせ

て利用することで、心筋梗塞後患者におけ

る退院後のリハビリテーションサービスに
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ついて複眼的で現実的な分析を行うことが

可能になると考える。 

 

＜研究 2＞ 

全再入院に関してはその他（一般診療所）

と比べて在支診/在支病、機能強化型在支診

/在支病で有意に少なかった一方で、心不全

再入院に関しては有意差を認めなかった。

在宅医療における患者で頻度が多い問題と

して感染症が挙げられており、先行研究で

は 67％が在宅で治療したと報告されている

[9]。感染症などの治療に関しては在宅で継

続し再入院を防げるのに対して、心不全の

治療は入院が必要になる割合が高いため差

を認めなかった可能性が考えられる。在支

診・在支病は在宅看取りも施設基準に含ま

れているため死亡率が高いことも予想され

たが、今回は末期悪性腫瘍の患者を除外し

たため差を認めなかった可能性が考えられ

る。 

また、1か月あたりの平均往診回数、時間

外の平均往診回数に関してはその他（一般

診療所）と比較し在支診・在支病、機能強化

型在支診/在支病でどちらも有意に高くな

る傾向にあった。このことから、再入院率が

低下する機序として往診が関連している可

能性が考えられるが、この点に関しては今

後媒介分析などでさらなる検討が必要であ

る。 

本研究において利用した NDB には身体機

能や日常生活動作のレベルに関する情報が

含まれていないため、患者の状態を十分に

調整することができないという問題がある。

しかし、今後 NDB・介護 DB 連結データを使

用できることになれば、患者の日常生活動

作と関連のある要支援要介護度を共変量に

用いることが可能となり、より正確に在宅

医療提供施設別のアウトカムを評価できる

と考える。また、在宅医療において、介護サ

ービスとして提供される訪問看護や訪問介

護などのサービスは患者の生活を支える重

要な社会資源となっているため、それら介

護サービスも把握することで、在宅医療を

利用している心不全患者の詳細なサービス

利用実態の把握が可能となり、地域医療提

供体制の構築に役立つ研究ができる可能性

がある。 

 

 

Ｅ．結論 

＜研究 1＞ 

本邦では心筋梗塞術後患者に対して十分

な外来 CRが提供されておらず、今後更なる

実施推進が必要と考えられる。高齢者や併

存疾患の多い対象者に対する退院後のリハ

ビリテーションサービスをいかにして提供

するか検討していく必要がある。 

今後 NDB・介護 DB 連結データを用いて、

要支援要介護度や介護保険で賄われるリハ

ビリテーションサービスの実施状況の情報

を併せて利用することでより現実的な退院

後の CR実施状況を分析することができると

考える。 

 

＜研究 2＞ 

在宅医療を利用している心不全患者にお

いて、感染症など他の疾患も含めた全再入

院に関しては一般診療所に比べ在宅支援診

療所/病院の方が少ない再入院と関連する

こと、その機序の 1つとして在支診・在支病

等の施設の特徴（急変時に往診による 24時

間対応が可能であること）が関連している

ことが示唆された。その機序として急変時

に往診による 24時間対応が可能であること

が関連している可能性がある。今後 NDB・介

護 DB連結データを用いて、要介護度や訪問

看護や訪問介護などの情報も併せて利用す

ることで、在宅医療を利用している心不全

患者のより詳細なサービス利用実態の把握

が可能となり、地域医療提供体制の構築に

役立つ研究ができる可能性がある。 

 

＜本分担研究のまとめ＞ 

 本分担研究では NDB を用いた二つの研究

を行い将来 NDB・介護 DB の連結データを利

用する際の基礎的な知見を得ることができ

た。今回行った二つの研究では退院後の生

活に着目しているが、このような場合にお

いては医療の情報だけでは十分とは言えず、

要支援要介護度や介護サービスを含む介護

の情報を併せて利用する必要性が示唆され

た。今回行った研究は、今後 NDB・介護 DB連

結データが利用可能になった際に再度検討

することで、公衆衛生に関する施策のため

のより有益な情報となると考える。 

今後、今回の解析結果の詳細を学会発表

や論文発表としてまとめていくことを検討

している。 
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図１ 都道府県別の入院及び外来心臓リハビリテーション実施率 

＊は CR実施者が 10人未満であったことを表し、数値は非公開とする。 

 

 

 

 

 
図２ 在宅医療提供施設別の退院後 6か月以内の再入院と死亡の割合 
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